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地質環境の長期安定性に関する研究

調査技術の開発・体系化

－ H22年度の成果およびH23年度の計画－年度 成果 年度

独立行政法人 日本原子力研究開発機構

地層処分研究開発部門
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

研究目的

将来 地層処分シ ム 重大な影響を ぼす 能性がある現象将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象
（地殻内の震源断層，高温流体等）の存否を確認するための調査技術と
して これらの現象を高分解能で検出可能な地球物理学的手法を提示して，これらの現象を高分解能で検出可能な地球物理学的手法を提示

【平成２２年度】

実施内容

 震源決定解析手法の高度化

 MT法三次元比抵抗構造解析手法の開発

期待される成果期待される成果

沿岸域等を対象とした場合においても，地下構造や震源分布を高精度
で解析可能な技術の提示

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 2

で解析可能な技術の提示



地殻内の震源断層等に係る調査技術

技術的課題（震源決定，地震波トモグラフィー法）：
 地質構造の不均質の考慮による解析精度の向上 1994/01/01 - 2007/12/31

D th 0 30 k 地質構造の不均質の考慮による解析精度の向上
 地震観測網の端部や地震活動度が低い領域における
空間分解能の向上

Depth = 0 - 30 km

▲
R

esistivity

(a) (b)

( )鳴子火山周辺下におけるS波速度構造及び(b)比抵抗構造
Nakajima and Hasegawa (2003) Asamori et al. (2010)

東北日本における浅発地震の

気象庁一元化カタログより作成

 断層運動やマグマ活動に関連した地殻構造を把握するためには，微小地震の震源分布や地下
部 物性分布を高 精度 分解能 決定する手法が 欠

(a)鳴子火山周辺下におけるS波速度構造及び(b)比抵抗構造 東北日本における浅発地震の
震央及び地震観測点分布
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深部の物性分布を高い精度・分解能で決定する手法が不可欠
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

▼▼
観測点

地表

ボーリング

波線の長さ
= 走時×速度

地震探査

高速度
（上部地殻）震源

▼▼

低速度
（堆積層）

防災科研J-SHIS深部地盤データより作成

高速度
（上部地殻）

 地表付近には，地質構造に起因する地震波速度の不均質が存在

日本列島における地震基盤面深度分布
（防災科学技術研究所, 2010）

解析において仮定する
地震波速度モデルの模式図

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→地表付近の地震波速度不均質を考慮した震源決定法，地震波トモグラフィー法が必要
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

北海道北部：15～25 km

国内外における地震発生層の深度と
地殻熱流量 地下温度との関係

北海道における500℃等温面深度分布
地殻熱流量・地下温度との関係（Ito, 1999）

海道 等 深度分布
（大久保ほか, 1997）

 地温データから推測される北海道北部の地震発生層下限深度は，25km以浅

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 5



地殻内の震源断層等に係る調査技術

NEQ = 397
2003/01/01～2005/12/31

地震発生層下限 地震発生層下限

(a) (b)

北海道北部における震源分布

Depth (km)

(a) ( )

(a)気象庁 (2008)，(b)田村ほか (2003)

 地温データから推測される北海道北部の地震発生層下限深度は，25km以浅
 既存の研究による地震発生層の下限深度は，深さ約30km
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→それぞれにより推定される地震発生層下限深度が不整合



地殻内の震源断層等に係る調査技術

第1層
Vp = 2.0 km/s
Vs = 0 6 km/s

地表
第1層 第2層 第3層

Vs = 0.6 km/s
第2層

Vp = 2.5 km/s
Vs = 1.1 km/s
第3層第 層

Vp = 3.0 km/s
Vs = 1.4 km/s

第4層
Vp = 3.5 km/s
Vs = 1 7 km/sVs = 1.7 km/s
第5層

Vp = 4.0 km/s
Vs = 2.1 km/s
第6層

第4層 第5層 第6層

第6層
Vp = 5.0 km/s
Vs = 2.7 km/s

上部地殻
Vp = 6.0 km/s
Vs 3 5 km/sVs = 3.5 km/s

解析において仮定した地震波速度構造
防災科研J-SHIS深部地盤データより作成

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

解析において仮定した地震波速度構造
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

NEQ = 397
2003/01/01～2005/12/31

再決定前再決定後
▼

低速度

▼

高速度

低速度
（堆積層）

高速度
（上部地殻）

解析において仮定した
地震波速度モデルの模式図

 震源再決定の前後において，震源
分布の傾向が大きく異なる

地震波速度モデルの模式図

分布の傾向が大きく異なる
 再決定後の地震発生層下限深度
は，地下温度分布と調和的

→地質構造の不均質性を考慮する必→地質構造の不均質性を考慮する必
要性を示唆

→震源分布の精度向上を示唆

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 8

地表付近の地震波速度不均質を考慮した震源決定結果



地殻内の震源断層等に係る調査技術

技術的課題（ＭＴ法）：
 解析に影響を及ぼす海水（低比抵抗体）の存在
や三次元的な不均質構造の考慮

 観測データの品質評価，S/N比の向上
 三次元解析結果の信頼性評価
物性境界（比抵抗 連続構造） 検出

0
22181511109754

 物性境界（比抵抗不連続構造）の検出

0
22181511109754
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(b) 3-D

1962年宮城県北部地震（M6 3）
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(a) 2-D

三瓶火山周辺を対象とした

1

1.5

10

( )
1962年宮城県北部地震（M6.3）

震源域周辺の比抵抗構造（Mitsuhata et al., 2001）

( )

 断層運動やマグマ活動に関連した地殻構造を把握するためには，微小地震の震源分布や地下
部 物性分布を高 精度 分解能 決定する手法が 欠

三瓶火山周辺を対象とした
(a)二次元及び(b)三次元解析結果

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 9

深部の物性分布を高い精度・分解能で決定する手法が不可欠



地殻内の震源断層等に係る調査技術

Sasaki 
(2004)

Siripunvar
aporn et al. 

(2005)

Uchida 
and

Sasaki 本研究 急激な変化緩やかな変化( ) (2005) (2006)

XX, YY
モードの
考慮

× ○ × ○

低比抵抗 高比抵抗 低比抵抗 高比抵抗

スタティッ
ク・シフト
の考慮

○ × ○ ○

入力デー
タ誤差の × ○ ○ ○タ誤差の
考慮

× ○ ○ ○

信頼性評
価の出力 × × × ○＊

本研究及び既存

比抵抗不
連続構造
の考慮

× × × ○

＊パラメータの分散共分散行列の標準偏差（内田, 1993）

(a) 平滑化パラメータ一定 (b) 各ブロックにおける
平滑化パラメータを変化

本研究及び既存の
三次元解析コードの特徴

比抵抗不連続構造の考慮に関する概念図

 信頼性評価のほか，比抵抗不連続構造の考慮が可能な三次元解析コードを開発
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

(a)仮定モデル (b)不連続構造考慮なし
（誤差10%付加）

(c)不連続構造考慮あり
（誤差10%付加）

比抵抗不連続構造を考慮したインバージョン法の適用有無による再現性の相違

 信頼性評価のほか，比抵抗不連続構造の考慮が可能な三次元解析コードを開発

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→地下深部の物性境界（断層等）の検出に効果的な探査手法
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地殻内の震源断層等に係る調査技術

ま と め

• 地質構造の不均質性を考慮した震源決定手法を構築し，観測データへの適用により
そ 効果を確認その効果を確認

• 解析結果の信頼性評価や比抵抗不連続構造の考慮が可能な三次元比抵抗構造解
析コードを開発し，モデルデータによるテストによりその妥当性を確認析コ ドを開発し，モデルデ タによるテストによりその妥当性を確認

平成23年度実施計画（案）
• 後続波を用いた地震波トモグラフィー法開発への着手
• 断層周辺におけるMT法観測及び三次元比抵抗構造解析手法の適用

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 12



内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

研究目的

河成段丘の発達が乏しい地域にも分布する環流丘陵を伴う旧河谷河成段丘の発達が乏しい地域にも分布する環流丘陵を伴う旧河谷
の堆積物を用いて，その編年と高さに基づく隆起速度を算出する調査
技術を提示技術を提示

【平成２２年度】

実施内容

 環流丘陵を伴う旧河谷の堆積物を用いて，火山灰層序や層相の特
徴等から旧河床堆積物の離水年代を推定し，隆起速度を算出

期待される成果期待される成果

環流丘陵を伴う旧河谷の堆積物を用いた隆起速度の算出手法の見
通しを得る

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

通しを得る
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

手法 調査対象 手法の特徴 対象時間
（年）

変動量の
分解能
（m）

測地学的 水準点
GPS観測点

水準測量，GPS観測等で
得られたデータの時間
変化から算出

100～2 10-3～-2

山地 侵食小起伏面や丘陵背 105～6 101～2

地形学的

山地
丘陵

侵食 起伏面や 陵背
面の高度から推定

10 10

海成段丘
海成段丘面形成時の海
岸線の現在の高度から
推定 104～5 100～1

異なる氷期の河成段丘

海成段丘面

河成段丘面

隆起/沈降量の推定指標

河成段丘 異なる氷期の河成段丘
面の高度差から推定

堆積物
層相，化石等から堆積
深度を把握し，それら
の現在の高度から推定

103～6 100～2

第四紀後期の火山

河成段丘面

堆積物古水深
地質学的

深成岩
地温勾配を用いて，岩
体の冷却史と冷却モデ
ルから推定

106 101～2

隆起量を推定する手法 段丘を用いた隆起量デ タの整備状況隆起量を推定する手法 段丘を用いた隆起量データの整備状況

 過去数万～数十万年の隆起量推定手法（海成・河成段丘指標）では，山間部および西南日本
において隆起速度を推定できない地域が存在

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→ 山間部および西南日本において，隆起速度を推定する手法の開発が必要
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

140m

160m

180m

200m
比高 環流丘陵を伴う旧河谷と

現河床との比高
（頻度分布）

60m

70m

80m

90m

100m

120m

140m
対象：25000分の1地形図での
　　　読図により
　　　認定された821地点

環流丘陵を
伴う旧河谷

0 50 100 150 200 250

10m

20m

30m

40m

50m

0m 頻度

環流丘陵を伴う旧河谷（穿入蛇行跡）
のイメージ

25000分の1地形図から判読した環流丘陵を伴う旧河谷の分布

 山間部と西南日本において「環流丘陵を伴う旧河谷」が広く分布
 約半数は現河床からの比高が 20m 以下，それ以上の比高を有する旧河谷も多く分布

25000分の1地形図から判読した環流丘陵を伴う旧河谷の分布

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→ 環流丘陵を伴う旧河谷が隆起速度推定の指標となる可能性あり
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

地形断面（概念図） 平面分布（概念図） 隆起速度の推定地形断面（概念図） 平面分布（概念図） 隆起速度の推定

環流丘陵を伴う旧河谷の堆積物を用いた隆起速度の算出手法

 隣接する環流丘陵を伴う旧河谷の堆積物の「比高」と「離水時期」から隆起傾向を把握
 比高は地形図等から計測可能だが，離水時期は既存情報から推定困難

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→ 環流丘陵を伴う旧河谷の堆積物の離水時期を把握する調査技術が必要
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

深く下刻する明瞭な谷がなく，

上流側に湿地が分布

面を下刻する谷およびその周辺

に小規模な段が分布
旧河谷形成時の平坦面はなく，深

く下刻した谷が分布

 環流丘陵を伴う旧河谷の旧河床堆積物を採取するために地形的特徴を把握

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

環流 陵を伴う 河谷 河床堆積物を採取する 地形的特徴を把握
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国土地理院発行空中写真： C KK-76-9 C2-30, C KK-76-9 C2-33, C KK-76-6 C14B-9の一部を使用



内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

【離水初期】 【小水系による下刻】 【下刻の進行】

流路の短絡が発生 旧河谷を刻む小水系の形成
周辺には小規模な段の形成

小水系の下刻が進行
旧河床堆積物がほとんど削剥

斜面からの供給物
に覆われる旧河床
堆積物（模式図）

 地形的特徴に基づいて発達過程と堆積構造を検討し，旧河床堆積物が残存する箇所を推定
 旧河谷最奥部のかつてポイントバーであった箇所で，現在，下刻が及んでなく，斜面からの供

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

給物に覆われる箇所に比較的細粒な旧河床堆積物が残存していると推定
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

上位の面
下位の面(侵食)

上位の面

掘削②

掘削①

埋立面

国土地理院発行：2万5千分の1地形図「十津川温泉」に加筆

環流丘陵を
伴う旧河谷

十津川流域の空中写真と地形判読図および試料採取地点

国土地理院撮影：CKK-76-6 C14B-9とC13A-24の一部を使用

 旧河谷が隣接して多く分布する十津川流域における事例研究の実施
 旧河谷最奥部に，比較的平坦な面が分布（斜面からの堆積物に覆われると考えられる）

十津川流域の空中写真と地形判読図および試料採取地点

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→推定される地下浅部の堆積構造に基づいて，環流丘陵に近い箇所で掘削（平成21年度）
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

①標高 211.5 m
②標高 212.5 m

K-Ahテフラ

K-Tzテフラ

ATテフラ

K-Ahテフラ ：7,300年前
AT テフラ ：26 000～29 000年前

採取した試料に基づく推定断面図

AT テフラ ：26,000～29,000年前
K-Tzテフラ ：約95,000年前

町田・新井（2003）

旧河床

現河床から
90 m

 現河床から約 90m の高さに旧河床堆積物（主に砂層）が分布
し，それを厚い角礫層が覆う

 角礫層の約 3m 以浅から約 10 万年以降の火山灰が下位か
堆積物

角礫層の約 3m 以浅から約 10 万年以降の火山灰が下位か
ら噴出年代順に堆積

→粗い検討であるが，角礫層が10万年間に 3m 堆積したと仮定
した場合，旧河床堆積物は約30～40万年前に離水
その他の特徴を用いて離水時期を推定できないか？

テフラ×
化石 ×

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→その他の特徴を用いて離水時期を推定できないか？
採取試料と火山灰分析
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

土色

0 10 3020
←緑 a＊ 赤→

シルト/砂
cm

礫径の変化

0 0.5 1.51.00 10 20 4030
(2～1/16mm)(1/16～1/256mm)

 旧河床堆積物と角礫層の細粒部における
粒径の特徴の違いは明瞭

 シルトが多い部分では赤色のピークが分布
する傾向

粒径の特徴の違いは明瞭

これらの傾向は氷期 間氷期サイクルの気

 氷期に径の大きい砕屑物が多く供給され，
間氷期に赤色化が起きる従来の知見と調
和的なデータ

→ これらの傾向は氷期ｰ間氷期サイクルの気
候変動を反映している可能性があり，その
場合，旧河床堆積物は50万年前頃に離水
したと考えられる

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

したと考えられる
旧河谷の堆積物の特徴
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

③
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現 ①②③
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100現
河
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40

60
か
ら
の
高

（ｍ）

0

20

高
さ

③国土地理院発行：2万5千分の1地形図「十津川温泉」「重里」に加筆

K-Ahテフラ
ATテフラ

③標高 178.0 m 0

0 10 20 30 40 50 60 70
離水年代（万年）

 旧河谷の堆積物および隣接する段丘の堆積物の離水時
期とそれらの比高を用いて暫定的に隆起速度を算出

→確度を上げるために 離水年代を正確に決める必要あり

K-Tzテフラ
旧河床堆積物

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→確度を上げるために，離水年代を正確に決める必要あり床堆積物
現河床から 25 m
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

Ａ Ｂ Ｃ
深い谷に刻

離水当時の旧
河谷面が明瞭

小規模な水系
が旧河谷面を
刻む

深い谷に刻
まれ，旧河
谷面がほと
んど残って
いない

地形形状（開析状態）に基づく環流丘陵を伴う旧河谷の分類

な

開析状態に基づく環流丘陵を伴う旧河谷の分類と河床縦断形との関係（長良川流域の例）

 空中写真から判読可能な地形的特徴に基づいて，環流丘陵を伴う旧河谷を３つに分類
 現河床からの高さが同程度の旧河谷は同じ分類になる傾向あり

開析状態に基づく環流丘陵を伴う旧河谷の分類と河床縦断形との関係（長良川流域の例）

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日）

→河成段丘と同様，開析状態から旧河谷の対比および離水時期の推定ができる可能性あり
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内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術

ま と めま と め

• 環流丘陵を伴う旧河谷の発達過程と堆積構造を考慮した試料採取地点の選定によ
り旧河床堆積物の採取が可能であることを例示り旧河床堆積物の採取が可能であることを例示

• 環流丘陵を伴う旧河谷と河成段丘の堆積物を用いて暫定的に隆起速度を算出
• 旧河谷面の開析状態から旧河谷の対比および離水時期の推定ができる可能性あり旧河谷面 開析状態から旧河谷 対比および離水時期 推定ができる可能性あり

平成23年度実施計画（案）
• 光ﾙﾐﾈｯｾﾝｽ年代測定法等を適用
した旧河床堆積物の堆積時期の推定 光に曝さずに試料採取した旧河床堆積物の堆積時期の推定

• 開析状態を考慮した全国の環流丘陵を伴う旧河谷の整理

光に曝さずに試料採取

地質環境の長期安定性研究検討委員会 第9回（2011年3月2日） 24


